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１．はじめに
中国の経済発展にともない，中国に進出する日系企業数は年々増加傾向に
あり，既進出拠点の事業規模も拡大傾向にあることから，日系企業における
中国市場の重要性は高まっている。中国市場の重要性が増すなか，これまで
筆者研究グループは，中国市場を攻略するには経営現地化が必要になると指
摘してきた（齋藤・大島（２０１７）参照）。具体的には，現地市場にあった商
品開発を行うとともに，現地での経営資源を活用することによってコストを
下げ，現地市場にあわせた販売体制を構築する必要があるとし，そのために
は，現地法人へ権限委譲することによって意思決定のスピードを速め，現地
人材や資源を効果的に活用できるかが鍵になるとしている。また，日中投資
促進機構（２０１３）が実施した，日系企業を対象としたアンケート調査では，
「経営現地化の進展は企業業績と相関関係があること」が明らかにされてい
る１）。
このように日系企業における経営現地化の効果が明らかになる一方で，課
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１）経営現地化による企業業績への影響について，業績が向上した（３１％），今後向
上する見込みである（４５％），特に影響なし（２２％），業績悪化（２％）と，約７
割の企業は経営現地化がプラスの影響をもたらすとしている。日中投資促進機構
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題も報告されている。第一に，日中投資促進機構（２０１３）は，経営現地化の
障害として，不正リスク，技術漏洩リスク，人材リスクを挙げている２）。第
二に，齋藤・大島（２０１７）は，現地子会社のガバナンスを課題とし，多くの
日系現地子会社のガバナンスは，経営管理の経験が少ない駐在員によって
「属人的」に行われており，仕組みとしては十分といえない状況にあるとし
ている。また，欧米企業に比べ，本社や第三者による監査も少なく，モニタ
リングも不十分であることを明らかにしている３）。
こうしたなかで，本稿では日系企業の不正問題を取り上げ，不正が発生す
る要因ならびに不正を予防するためのガバナンスのあり方を明らかにする。
最初に，公認不正検査士協会が公表しているアンケート調査資料をもとに，
企業運営における不正の現状を把握する。つづいて，不正の事例研究を通じ
て不正問題の原因と課題を抽出し，最後に，ガバナンスに焦点をあて，不正
問題への対応策を検討する。
２．企業運営における不正問題の現状
本節では，はじめに，公認不正検査士協会（以下，ACFE）の「職業上の
不正と濫用に関する国民への報告書（２０１６年版）」資料から，本稿のテーマ
である不正の定義を行い，つづいて，どのような立場の人が，どのような方
法で，どのような不正を行ったのか，不正の現状と特徴を把握したい。
（１）企業運営における不正について
企業運営における不正とは何か，本稿で述べる不正の内容を確認したい。
ACFEは，１９９６年以降，過去２０年に世界各国で発生した何千件にも及ぶ
不正事例から，不正の手口にはいくつかの傾向があることを発見し，この傾
向をまとめたものが「不正の体系図（Fraud Tree）」（図表１）である。あ
らゆる不正は，この図にある少なくとも１つのカテゴリーに該当すると言わ
２）日中投資促進機構（２０１３），１０７-１１１ページ
３）齋藤・大島（２０１７），３５ページ
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【図表１】 不正の体系図
（出所）日本公認不正検査士協会、１１ページの資料をもとに筆者作成
れており，「資産不正流用」，「汚職」，「財務諸表不正」の３つの主要カテゴ
リーに分類される。
最初のカテゴリーである「汚職」は，利益相反，贈収賄，違法な謝礼，利
益供与の強要が含まれる。利益相反とは「個人や組織（民間・政府ともに）
がその専門的・社会的地位を利用して個人や組織の利益を図ること」４）と定義
され，個人的な利益のために公的な自分の地位を乱用した場合に発生する。
たとえば，販売や購買業務等で特定の地位にある者が，職権を乱用すること
により，自分の利益を図ることである。
２つ目のカテゴリーである「資産の不正流用」は，「現預金」と「棚卸資
産その他の資産」に分けられる。「現預金の不正流用」については，第一に，
会社の金庫等で保管している，手元現金の窃盗や横領，第二に，売上金の不
計上や過少計上，売掛金の帳簿からの抹消等，売上代金として領収した現金
の窃盗や横領，第三に，不正支出によるものがある。不正支出の具体例
は，１．架空発注や水増し発注等により不正請求するケース，２．架空従業員
や勤務時間の改ざん，歩合給過大計上による給与関係，３．虚偽の使途，架
空経費，経費の水増し，多重精算による架空経費，４．振出人署名偽造，裏
４）OECD（経済開発協力機構）ホームページより
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【図表２】 不正の発生頻度
（出所）日本公認不正検査士協会，１２ページ
書き偽造，受取人改ざん，署名権者本人による小切手改ざん，５．虚偽の取
消，虚偽の返金といったレジ関係等が挙げられる。「棚卸資産，その他の資
産の不正流用」については，資産の出庫や移動時，資産の購入や受領時に行
われる，虚偽の売上，窃盗，横領がある。
３つ目のカテゴリーである「財務諸表不正」は内部資料や外部資料の虚偽
報告によるものである。大きく分けて２種類あり，一つは計上時期の操作や
循環取引，架空や売上の水増しによる資産・収益の過大計上，もう一つは，
不適正な資産評価や情報開示による資産・収益の過少計上がある。
本稿では，ACFEの不正の体系図に従い，「資産不正流用」，「汚職」，「財
務諸表不正」の３つのカテゴリーを企業運営における不正と捉え，論を進め
る。
（２）不正の現状
不正の３カテゴリーに従い，ACFEのデータを利用して，どのような立場
の人が，どのような不正を，どのような手段で行っていたか，不正の現状を
明らかにしよう。
図表２と図表３は，２０１２，２０１４，２０１６年の３カテゴリー別に発生頻度・
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【図表３】 不正の発生額（損失中央値）
（出所）日本公認不正検査士協会，１２ページ
損害額の調査結果の推移をまとめたものである。まず，図表２をみると，不
正の種類別発生頻度としては年度比較では種類ごとに大きな差はなく，資産
の不正流用（横領）が８３．５％ から８６．７％ と種類別で一番多い。次が汚職で
３３．４％ から３６．８％ となっており，財務諸表不正が７．６％ から９．６％ となっ
ている。
図表３は不正による損失金額の中央値である。不正の種類別発生額は図表
２の発生頻度と比較した場合，大きく異なる。財務諸表の不正が９７５千米ド
ルから１，０００千米ドルと種類別で一番多い。次が汚職で２００千米ドルから
２５０千米ドルとなっており，資産の不正流用による損失発生額は１２０千米ド
ルから１３０千米ドルであり，他のカテゴリーに比べ，少額となっている。
不正を行った犯行者の職位別データをみると，図表４のとおり，件数に占
める割合は従業員，管理職が多く全体の７割強をしめ，オーナー／役員は２
割弱である。一方，金額で見た場合，オーナー／役員による不正は従業員の
約１１倍，管理職の約４倍となっており，権限が大きくなれば不正の金額も
大きくなると考えることができよう。
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【図表４】 犯行者の職位別 発生頻度と損失中央値
（出所）日本公認不正検査士協会，４９ページ
経理 オペレーション 営業
役員／
上級管理職
カスタマー
サ ビース 仕入 財務 在庫管理
発生件数 ３４８ ３１２ ２６０ ２２８ １８９ １６１ ９４ ８６
請求書不正 ２７．０％ ２１．５％ １４．２％ ３６．８％ ９．５％ ２５．５％ ２４．５％ ９．３％
現金窃盗 １４．９％ ７．７％ ８．１％ １０．１％ １４．３％ ３．７％ １８．１％ ０．０％
手元現金 １５．５％ １３．８％ ６．５％ １２．３％ １８．５％ １３．０％ ２２．３％ ５．８％
小切手改ざん ３０．５％ ９．３％ ２．７％ １３．６％ ７．４％ ６．２％ ２４．５％ １．２％
汚職 ２１．６％ ３４．９％ ３４．６％ ５０．９％ ２５．４％ ６８．９％ ３７．２％ ３２．６％
経費精算 １５．８％ １２．２％ １４．２％ ２３．７％ ５．８％ １４．９％ １４．９％ ３．５％
財務諸表不正 １２．９％ ５．４％ ７．３％ ３０．３％ ３．７％ ２３．４％ ２３．４％ ９．３％
棚卸資産・
その他資産 ７．２％ １９．６％ ２０．４％ ２４．６％ １６．４％ １３．８％ １３．８％ ５７．０％
給与不正 ２１．６％ ６．４％ １．５％ １０．１％ ３．７％ ７．４％ ７．４％ ２．３％
レジ不正 ３．２％ ４．２％ ５．０％ １．８％ ３．２％ ３．２％ ３．２％ ０．０％
スキミング １７．５％ １２．８％ １１．９％ １１．８％ １６．９％ １２．８％ １２．８％ ５．８％
【図表５】 犯行者の部署別・内容別発生頻度
（出所）日本公認不正検査士協会，５６ページ
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【図表６】 不正発覚までの期間と損害額の関係
（出所）日本公認不正検査士協会，１７ページ
もう少し詳細に，不正を犯行者の部署別，内容別でみた場合，図表５のと
おり，発生頻度は，請求書不正，汚職，財務諸表不正，棚卸資産やその他資
産の不正流用等が多い。部署別では，経理，オペレーション，営業，役員・
上級管理職，カスタマーサービス，仕入，財務，在庫管理の順になってい
る。
図表２，３，４，５より，３つのカテゴリーのうち，「資産の不正流用」のカ
テゴリーは発生件数が多いが，１件あたりの損失金額が小さいケースが多い
こと，「財務諸表の不正」のカテゴリーは発生件数が少ないが，１件あたり
の損失金額が大きいケースが多いことがわかる。「財務諸表の不正」は，計
上時期の操作や循環取引等による資産・収益の過大計上，不適切な資産評価
による資産・収益の過少計上等，決済権限の大きい経営陣が主導するケース
が多く，損失金額が大きくなる傾向がある。
つぎに，図表６は，不正発覚までの期間と損失額の関係をまとめたもので
ある。不正による損失額は発覚までの時間が遅くなればなるほど，大きく
なっていることがわかる。また，不正発覚までの期間は不正件数の約半分が
１８ヶ月（１年半）以内となっており，約８割の不正は３年以内に発覚してい
るが，４年を超えると損害額が大きくなる傾向がある。
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【図表７】 不正隠蔽手段 スキーム別割合
（出所）日本公認不正検査士協会，１９ページ
なぜ，このように長い期間，不正は発見されないのだろうか。図表７は，
不正を隠ぺいするために取った手段を，手法別に比率の高いものから並べた
ものである。物理的な不正書類の作成や改ざん，会計システム内の取引の作
成や改ざん，物理的な書類の廃棄，電子書類やファイルの作成や改ざんが続
く。
不正の隠蔽手段は，書類やシステムデータのねつ造や改ざんによるものが
多く，特にカテゴリーで大きな差はない。この調査結果から，不正実施の際
には，書類や会計システム内の取引データをねつ造，改ざんする，また，書
類の廃棄といった証拠隠滅により行われており，形式的なチェックでは発見
しにくく，会計士による監査や社内監査でも発見しにくいと推測できよう。
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【図表８】 不適切会計を報告した上場企業数
（出所）東京商工リサーチホームページより
（３）日系企業における不正の現状
ACFEの調査は世界各国で発生した不正を対象としているが，日系企業に
おける不正の現状を見てみよう。図表８は，東京商工リサーチによる，親会
社，国内外子会社において，不適切な会計処理が発生した上場企業数の推移
表である。
不適切会計の件数は２０１２年に一時的に減少はしているものの，２００９年よ
り増加傾向にあり，２０１４年は子会社のみならず，親会社を含め，不適切な
会計処理を開示した会社は４２社ある。特に，２０１４年は海外子会社が関連す
る案件が目立っており，企業のグローバル化を背景に前年度の６社から１５
社に急増した５）。
では，どのような具体的な不正が発生したのか，２０１０年以降に発生した
日系企業の海外子会社における主な会計不正事例をまとめた表が図表９であ
る。
５）東京商工リサーチホームページより
日系企業海外子会社における不正問題の実態と課題 ３５
事案１
JVC
事案２
日立工機
事案３
沖電気
事案４
イオン
事案５
江守
事案６
LIXIL
事案７
KDDI
事案８
富士フィルム
不正の種類 費用繰延 架空売上 架空売上 架空売上 架空売上 簿外債務 架空売上 架空売上
親子関係 曾孫会社 子会社 曾孫会社 孫会社 子会社 孫会社 子会社 曾孫会社
不正が起きた
会社の所在国
欧州・
アジア ドイツ スペイン 台湾 中国 中国
中国
（香港）
ニュー ジー
ランド
影響金額・
期間
１４８億，
５年間
４４億，
５年間
３０８億，
５年間
２９億，
７年間
２３４億，
未記載
最大６６０億，
３年間
３３３億，
未記載
３７５億，
５年間
不
正
の
兆
候
借入金 借入金の増大
借入金の
増大
現預金
減少
現預金
減少 CFマイナス
財務書類の
改竄（現預
金過大，借
入残高過少
計 上）のた
め，わからず
現預金
減少 低いCF
営業
債権
売掛金の
肥大
売掛金の
長期化
未回収
債権増加
営業債権
の増大
売掛金の
増大
売掛金増
大・長期化
売掛金の
増大
その他 棚卸在庫の滞留
代金支払い
遅延 売上取消
営業利益
率の好転
低い
利益水準 ―
低い
利益水準
不正発覚
の経緯 未記載
本社常勤監
査役の指摘
親会社の
調査
本社の
FSチェック 保険会社 破産申請 逮捕 逮捕
【図表９】 主な不正事例
（出所）企業研究会主催「海外子会社における会計不正の予防と早期発見の実務」
セミナー資料をもとに筆者作成
この図表をみると，架空売上の事例が多く（８事例中，６事例），影響金額
も大きい（４事例で損失金額が１００億円以上）。他の２事例は費用の繰り延
べ，簿外債務による不正であり，これらはACFEの「財務諸表不正」カテゴ
リーに相当し，影響額が大きくなる傾向と一致する。期間も３年から７年と
長期的な期間となっており，この傾向もACFEの期間と損害額（図表６）の
傾向と一致している。また，不正は，孫会社や曾孫会社といった親会社の目
が届きにくいところで発生しており，不正発覚の経緯が親会社の監査役から
の指摘や調査，財務諸表の確認等，内部組織により発覚した事例もあるが，
関係者の逮捕や破産申請等，外部要因によって発覚した事例が全体の約半数
を占めていることから，親会社の目が届いていない，目が届きにくい会社で
起きていることがわかる。
以上，この節では，不正をACFEの「資産不正流用」，「汚職」，「財務諸表
不正」の３カテゴリーと捉え，調査データをもとに現状を把握した。不正件
数は「資産不正流用」，「汚職」，「財務諸表不正」の順で多く，不正による損
失金額は「財務諸表不正」，「汚職」，「資産不正流用」の順で多い。また，不
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正の犯行者の観点から，不正件数は「従業員」，「管理職」，「オーナーもしく
は役員」の順で多いが，不正による損失金額は「オーナーもしくは役員」，
「管理職」，「従業員」の順で多い。さらに，不正は，書類や会計システム内
の取引データをねつ造，改ざん，証拠隠滅等によって実施されているため，
会計監査や内部監査でも発見しにくく，不正発覚までの期間が長期化するほ
ど，損失金額も大きくなっている。
これらのことから，主な不正は，第一に，権限が集中する経営陣による
「財務諸表不正」や「汚職」，第二に，現預金や在庫といった資産を扱う経
理，財務，倉庫業務による「資産の不正流用」，第三に，主に値段を決定す
る営業や購買業務による「汚職」に整理することができよう。
３．中国進出日系企業における不正の事例研究―原因と問題点―
前節では，不正の現状について，権限が集中する経営陣による「財務諸表
不正」や「汚職」，現預金や在庫といった資産を扱う経理，財務，倉庫業務
による「資産の不正流用」，値段を決定する営業や購買業務による「汚職」
と整理したが，中国に進出している日系企業では，どのような不正が発生し
ているのだろうか。この節では，ACFEの３カテゴリーごとに，実際に発生
した不正事例を通して，不正の原因，問題点を抽出したい。
経営財務（２０１６）は，中国で現地法人を所有している日系企業５８社にア
ンケート調査を実施し，１１社（１９％）の中国子会社で不正が発生したと報
告している。中国で現地法人を有している会社にとって，不正は決してレア
ケースではなく，５社に１社の割合で発生している。具体的には，購買関連
で６件（約３７％），財務関連で４件（約２５％），営業関連および倉庫関連で
それぞれ３件（約１９％）発生しており，主に値段を決定する営業や購買業
務，現預金や在庫といった資産を扱う倉庫や財務業務で起きている（図表
１０）。
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【図表１０】 中国における不正事例
（出所）経営財務（２０１６）のアンケ トー結果をもとに，筆者作成
（１）「財務諸表不正」の事例
１）KDDI社の事例６）
KDDI社の事例は，子会社でシンガポール証券取引所に上場している
DMXテクノロジー社（以下，DMX社とする）で発生した。DMX社は，も
ともと中国や香港を中心に，アジアでシステムインテグレーション事業，デ
ジタルメディア事業を展開していた企業である。KDDI社は当時，国内にお
ける携帯電話普及率の頭打ち懸念から，積極的に海外企業への投資を行うこ
とにより，海外における経営基盤を確立することを目的に，グローバルな事
業展開を計画していた。このような流れの中で，KDDI社は２００９年１２月に
DMX社への第三者割当増資を行うことにより，過半数を取得し，子会社化
した。
２０１５年２月にDMX社のCEO，CFOがDMX社で行われた取引に関連する
犯罪の嫌疑で香港警察当局に逮捕されたことを受け，KDDI社が社内で調査
した結果，２００９年の増資前のみならず，増資後においても不適切な会計処
理が継続的に行われていたことが判明した。これをうけて，KDDI社は２０１５
６）本事例は，KDDI社が２０１５年８月２１日にプレスリリースした「外部調査委員会
の調査報告書受領のお知らせ」資料に基づき，まとめたものである。
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【図表１１】 DMX社の事例に関する商流
（出所）調査報告書をもとに筆者作成
年３月期決算にて，売掛金３３，７９８百万円を特別損失として計上した。
本件の不正取引の内容は，システムインテグレーション事業で発生した。
当該事業は，中国の通信事業者または中国のCATV事業者をエンドユー
ザーとし，通信機器などをサプライヤーから仕入れ，エンドユーザーに対し
てこれを納品し，設置した上で，その運用から保守管理までのサービスを総
合的に提供することを事業内容としていた。
図表１１はDMX社の事例に関する取引商流をまとめたものである。初め
に，エンドユーザーは輸出入業者（IEファーム）とシステムインテグレー
ション事業に関する契約を締結する。続いて，この契約に基づき，IE
ファームがDMXグループの会社にシステムインテグレーション事業の機器
の納入とサービス提供を発注する。つぎに，発注を受けたDMXグループの
会社が機器代理店に対して，通信機器などの発注を行い，機器代理店はサプ
ライヤーに対して発注を行う。最後に，サプライヤーは通信機器などをIE
ファーム経由で，エンドユーザーに納品する。
上記商流の中で，DMX社では代理店に対して，請求書日付から３０日以内
に機器代金が支払われることとされており，購入代金分が棚卸資産として計
上される。一方で，売上計上はIEファームからの販売代金の回収を待つこ
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となく，エンドユーザーへ納入してから１４日後に販売額の９５％ が計上さ
れ，この時点で棚卸資産に計上されていた納入機器の購入代金全額が売上原
価として計上される。また，残りの５％ の売上計上はエンドユーザーによる
最終検収後に行われていた。IEファームからの支払は，DMXとIEファーム
の契約上，機器引渡し，設置，仮検収，最終検収の段階ごとに行われること
になっていたが，実態は，契約通り支払が行われることはほとんどなく，
DMXとエンドユーザーの交渉により入金のタイミングが決定するため，IE
ファームからの支払（入金）は大幅に遅れるとの説明をKDDI社は受けてい
た。このような状況から，本対象取引に関する売上の多くが売掛金に計上さ
れたままであったとしている。
このような状況のなか，売掛金の実在性への疑義が生じたが，その理由
は，第一に，サプライヤーから出荷された製品がエンドユーザーに納入され
たことを示す証跡が存在しないこと，第二に，IEファームからの代金回収
が滞っており，調査対象取引に関する売上のほとんどが売掛金として残って
いたからである。
売掛金については，２００９年の増資にあたり，KDDI社は財務デユー・ディ
リジェンスを大手監査法人に委託して実施していた。監査法人は，「２００７年
１２月で約８８００万米ドルであった売掛金が，２００９年３月時点で約１億２６００
万米ドルまで増加しており，１年以上の売掛金が全体の２６％ を占めている
ことなどから，売掛金の長期化傾向や長期化した売掛金の増大によって，回
収リスクが増大していること」を指摘していた。この指摘に対し，KDDI社
は証券会社や中国の携帯電話事業会社の関係者から情報収集を行い，第一
に，売掛金回収期間が長期化している理由は財務体質の問題ではなく，中国
における商習慣の一環として支払い遅延が常態化していること，第二に，
CATV事業者の設備投資の増加が支払い遅延を招いていること，第三に，
最終的には回収され，貸倒れには至っていないこと，第四に，回収期間が長
期化しているのは中国政府系メディアであるとの情報から，貸倒れリスクは
小さいと判断していた。また，KDDI社は，２００９年の増資決定から２０１５年
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に発覚するまでには約５年の期間があり，２０１１年に内部監査や２０１３年には
売掛金に関する現地調査を実施していた。しかし，これらの調査では，最終
顧客の実在性や契約内容等を確認するには至らず，DMX社の説明が真実で
あることを前提に調査が実施されており，深度のある調査，検討が行われて
いなかった。
このような状況を踏まえ，調査委員会は，第一に，売掛金の相手は中国政
府系のメディアではなく，図表１１のIEファームと呼ばれる輸出入業者で
あったこと，第二に，資本参加の検討の時から，売掛金残高の増加，回収期
間の長期化等，架空売上という会計不正につきものの兆候を監査法人から指
摘されていたにもかかわらず，増資の決定が行われたことについて，「DMX
側の一方的な説明を，額面どおりに受け止めた姿勢そのものに問題があっ
た」としている。
２）LIXIL社の事例７）
LIXIL社の事例は，LIXIL社が２０１４年にドイツの水栓金具の世界的大手
であるグローエ社を買収した際に，その子会社（LIXILの孫会社に相当）
で，中国で水栓金具や衛生陶器の製造・販売を行っていたJoyou社で発生し
た。
LIXIL社は，２０１１年に中期経営計画を発表し，「住生活産業におけるグ
ローバルリーダーになる」として，海外売上高を１兆円とする目標を掲げて
いた。その目標達成のために「多国籍優良企業のM＆Aの実現」と「グロー
バル視点での経営人材の補強」を施策としており，グローエ社の買収は
LIXIL社のグローバル戦略の一環であった。
LIXIL社は２０１４年１月にグローエ社を買収したが，それから約１年後の
２０１５年４月にLIXILの本社役員宛に中国国内に支店を持つ金融機関から，
７）本事例はLIXILグループ社が２０１６年１月１８日にプレスリリースした「Joyou問
題に関する再発防止策の進捗状況について」およびLIXIL社決算説明資料に基づ
き，まとめたものである。
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Joyou社に関する出来事 備考
２００８年 Joyou，主力医業の浴室設備で２００％の増収計上
２００９年１０月 グローエがJoyouの香港持株会社に１０％出資
２０１０年３月 Joyou，フランクフルトに上場 中国のシャドーバンク市場が活況
２０１１年３月～年末 グローエが公開買い付けにより，Joyouの過半数の株式を取得
JoyouのCEOがマイクロクレ
ジットの会社（Xinyu）を登記
２０１３年 グローエがJoyouの株式交換により，Joyouの持ち株比率７２．３％に
２０１４年１月 LIXILと日本政策投資銀行がグローエ株式の８７．５％を取得
Xinyuがある地域の融資
ピラミッドが崩壊
２０１４年７月 Joyouの香港部門が日系大手銀行３行から３億円の借入を実施
２０１５年４月 JoyouCEO一族が保有していたグローエ株（１２．５％）をLIXILに売却
２０１５年４月１５日 本件不正発覚（中国の銀行からの通知書受領）
２０１５年５月 Joyouが破産申請
【図表１２】 LIXIL社の不正事例に関する出来事
（出所）調査報告書をもとに筆者作成
「Joyouグループの創業者であるCEOとCOO親子により個人保証された商業
手形ファシリティーの一部の負債が債務不履行に陥った」という内容の書簡
が届いた。これを受けて，Joyou社の監査役会は特別監査を行い，売上，負
債，現金の金額が財務報告の金額と大きく乖離しているとの結果を公表し
た。当調査によると，Joyouグループの創業者によるものと思われる簿外の
巨額な債務が発見され，公表されているアニュアルレポートの純資産との間
に１０００億円を超える差異があり，大幅な債務超過に陥っていることが判明
した。
LIXIL社の不正事例について，不正発覚までの経緯をまとめた表が図表１２
である。
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LIXIL社による調査では，Joyou社の不正会計は，LIXILによるグローエ
買収以前の２００８年から行われていたことが確認されている。具体的な不正
の内容は，以下のとおりである。
第一に，目標達成のために財務諸表を改ざんしていたこと。２０１０年のド
イツ（フランクフルト証券取引所）上場にあたり，収益を良くするために，
売上高を人為的に水増しする，負担した販売費用を過少計上する，簿外債務
処理により負債を過少計上にする等，財務諸表が作為的に調整されていた。
第二に，創業者は，極めて高い利率であった個人ローンを含め，Joyou社
の監査役会の承認を経ず（認識もしていない）に借入れを行っていた。
第三に，これらの借入れは帳簿に計上されておらず，借入金はJoyou社の
借入れ返済に使用される前に，創業者の指示によって，様々なダミー会社の
銀行口座を通じて移動されており，個人または彼らが管理する銀行口座を通
じて資金受領されていた。また，仕入先との不正な仕入契約を利用して銀行
融資や委託貸付を受けていた事例も判明した。
第四に，収益のみならず，他の財務書類も改ざんしていた。複数の銀行口
座の明細が架空のものであったことが判明し，保有現金が過大に計上され，
借入債務が過少計上されていた。また，税金を少なくするために，虚偽の税
務申告書を作成していた。
本件は，LIXILの孫会社であるJoyou社における簿外の巨額債務により，
親会社が損失を被ったケースである。LIXILグループが損失計上した金額
は，Joyou子会社の債務保証に関する損失で３３０億円，LIXILが取得した
Joyou社の株式毀損額が３２０億円，実態調査等に係る費用等１２億円の合計
６６２億円となった。
LIXIL社は，社内調査委員会の結果を踏まえ，海外子会社等のガバナンス
体制は十分ではなく，親会社による管理やモニタリング体制も，不正リスク
の観点から十分に機能していなかったとしている。
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【図表１３】 江守社の事例に関する商流（仕入先への売戻し取引）
（出所）調査報告書をもとに筆者作成
３）江守ホールディングス社の事例８）
江守ホールディングス社（以下，江守社とする）の事例は，中国事業を任
せていた現地子会社の董事長による多額の架空取引によって，不良化した債
権に対し，４６２億５百万円の貸倒損失を計上した例である。
江守社は，中国の現地子会社の売掛債権に対して，回収担保のために取引
信用保険を付保していた。江守社は，取引先の破たんにより，保険申請を
行ったところ，保険会社が保有していた情報の中に，当該取引先が告発や訴
訟を受けるような違法取引をおこなっている可能性，その子会社で実態のな
い会社が存在する可能性を示すものがあった。また，監査法人より，江守社
の中国子会社では大口顧客との取引が増加している一方で，滞留売掛債権に
ついても増加している状況であったため，不適切な取引が疑われること，子
会社の社員が実体のない会社との取引に関係している可能性があり，売上の
実在性への疑義の指摘を受けた。
この指摘を受け，外部組織による調査の結果，以下の２つの事実が発見さ
れた。
第一は，仕入先への売戻しによる取引である（図表１３参照）。
江守中国子会社の担当監査法人は，取引先への残高確認書送付と回収に加
え，契約書，納品書，物流証憑等を閲覧し，売上の実在性の確認を実施し
８）本事例は江守ホールディングス株式会社が２０１５年３月１６日にプレスリリースし
た「中国子会社における追加調査結果のご報告」資料からまとめたものである。
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【図表１４】 江守社の事例に関する商流（親族会社との往復売買取引）
（出所）調査報告書をもとに筆者作成
た。その結果，取引先Ａ社に対する売掛債権の残高確認で，中国子会社と取
引先Ａ社間の債権債務の認識に大きな差異があることを発見した。更なる調
査をしたところ，図表１３のとおり，Ａ社の再販売先が江守中国子会社の仕
入先X社であることが判明した。江守中国子会社はX社から仕入れ，X社が
指定するＡ社に販売しており，「Ａ社がX社へ再販売していたことについて，
認識していなかった」と報告されているが，江守中国子会社はX社に対し
て，実質的に資金貸付と同様の行為をしていた。また，Ａ社以外に，取引先
Ｂ社でも同様の取引を行っていることが判明し，Ａ社およびＢ社との取引
は，２０１２年から２０１４年夏ごろまで継続的に行われていたとしている。
第二は，江守社のコンプライアンス窓口に通報があり，社内のコンプライ
アンス委員会と外部の法律事務所による調査の結果，判明した親族会社との
循環取引の事例である。江守中国子会社の総経理は，会社の承認を得ること
なく，２００５年ごろから親族が出資，経営している４社と取引を実施してい
た。総経理は，「当該取引の目的を中国の特定業界の商習慣上，売上を維持
するためには取引先にリベートを支払う必要があり，リベート支払のために
親族会社を利用したのであり，自己の利益を図る不正ではない」とのコメン
トをしている。しかし，監査法人がそれらの取引内容を精査したところ，図
表１４のとおり，親族会社との間に往復の売買取引があることが判明した。
また，調査人は，当該取引により，親族会社に不適切な利益が流出された可
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能性があるとしているが，親族会社との個々の取引価格の妥当性については
評価が困難としている。
江守社では，取引先へ与信を付与する場合，保険会社による取引信用保険
の付保可能額に依拠して，これを基準額としつつ，この基準額に取引内容や
取引実績，取引先の保有内容や担保の状況を加味して与信枠を設定してい
た。しかし，実際は，必ずしも与信枠は遵守されず，取引実績や担保価値の
柔軟な評価により与信枠を超えた取引が行われ，適切な社内決裁も取得され
ていなかったとしている。
このような状況から，江守社は，与信枠を含めた管理体制やモニタリング
体制の不足により，牽制が有効に機能していなかったとし，現地子会社のガ
バナンスが脆弱であったこと，コンプライアンス意識が低かったこと等を問
題点として挙げている。
（２）「汚職」の事例
１）購買業務おける日系企業N社の事例
購買業務における不正の典型的な事例は，第一に，取引相手と共謀して購
買価格を調整し，バックマージンを取引相手から得るケース，第二に，モノ
が入荷されていない状況で架空仕入を計上し，その購入代金を架空会社への
口座へ振り込ませるケースが挙げられる。
N社の事例は，消耗品の購買に関連するケースである。消耗品の購買につ
いては，各現局からの購買依頼に基づき，購買担当が値段を交渉し，発注を
行っていた。この事例では，発注先が購買担当の親族が経営している会社で
あることが判明し，取引の詳細を調査したところ，他の会社からの購入価格
に比べ，発注価格が高いということが判明した。
もう一つの同様の事例は，作業屑の売却である。N社では，作業屑の売却
については，購買担当が値段を交渉し，売却先を決定していた。この事例で
は，売却先が購買担当と同じ地元の，親しい関係にある人間が経営している
会社であることが判明した。N社は社員からの内部通報があり，購買以外の
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部署から売却先を募り，競争入札を行ったところ，他の会社からの入札価格
に比べ，当該売却先への価格が低いということが判明した。年間の作業屑発
生量と売却価格の差から影響金額を算出したところ，損失額は日本円に換算
して年間２０００万円にも及ぶ金額であることが判明した。
２）販売業務における日系企業N社の事例
販売業務における不正の典型的な事例は，購買業務同様，取引相手と共謀
し，通常より低い価格で請求する，リベートやコミッションを計上するな
ど，販売価格を調整し，バックマージンを取引相手から得るケースが挙げら
れる。
N社では，販売価格について，営業担当が値段を交渉し，実質的に販売先
を決定していた。この事例では，販売先の経営者は，営業担当の取引先の元
社員であり，独立して会社を立ち上げていた。N社は購買業務同様，社員か
らの内部通報があり，取引先を詳細に調べたところ，営業担当と親しい関係
にある人間が経営している会社であることが判明した。調査の結果，通常の
販売価格に比べ，当該販売先への販売価格が低く設定されていることが判明
した。また，この販売先は支払い状況も悪く，N社では，一部の債権を実質
的に放棄していた。
上記１），２）のようなケースが発生する背景には，定期的に取引先や発注
先の調査を行っていないこと，定期的に担当以外に見積もりを取得させて競
争させることを行っていないことが挙げられる。日系企業特有の事情として
は，販売や購買価格の決定や承認を行う際に，上長による承認が必要であ
り，形式上の内部統制は存在しているが，上長が日本人であるために，現地
の状況がわからず承認を行っている場合がある。このことは内部統制が形骸
化しているということであり，実質的に自己完結による取引を可能にしてい
る。
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（３）「資産の不正利用」の事例
１）倉庫（在庫管理）業務における日系企業Ｄ社の事例
倉庫業務における不正の典型的な事例は，倉庫担当者が私的に在庫を持ち
出す，不良品または陳腐化品を廃棄せずに，横領して販売するなどである。
Ｄ社の事例は，自社で使用している加工剤を，夜間に社員が自社倉庫から
在庫を持ち出し，敷地外にいる関係者に引き渡しているところを巡回中の警
察官が発見し，発覚したものである。Ｄ社では，在庫管理を倉庫担当が実施
しており，物を出し入れする出荷担当と出し入れ結果を記帳する出荷記録担
当が同一人物によって行われていた。この事例では，盗難発覚後，警察がＤ
社に盗難された数量を問い合わせしたところ，Ｄ社は盗難数量がわからず，
社員と窃盗犯に確認して盗難数量が判明した。
このような不正が発生する背景には，第一に，倉庫の出入りが限定されて
おらず，従業員が自由に倉庫に出入り可能となっていること，第二に，物を
出し入れする出荷担当と出し入れ結果を記帳する出荷記録担当が同一人物に
よって行われていること，第三に，帳簿が継続記録法ではなく，棚卸法で記
帳されているために，差異が発生した際に，原因が追及しにくいこと９）が挙
げられる。
２）現金・預金管理業務におけるＤ社の事例
現金・預金管理業務における不正の典型的な事例は，現金を横領する，預
金口座から私的口座に不正に送金するなどが挙げられる。また，現預金に関
する事例は，現地人従業員のみならず，日本人の総経理による公金流用も発
生している。
Ｄ社の事例は，預金口座から私的口座に送金，理財商品を購入し，運用益
９）「継続記録法」とは，棚卸資産の種類毎に入庫と出庫の数量を継続して記録する
方法であり，その帳簿記録によって棚卸資産の当期払出数量を直接的・個別的に
把握することができる。一方，「棚卸法」は，期末に期首在庫数量に当期の入庫
数量を加え，期末の実地棚卸結果に基づく在庫量を差し引くことで当期の出庫数
量を求める方法であり，差異が発生した際に，原因を調べることが困難である。
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を着服していたケースである。理財商品とは主に個人投資家向けに販売され
る資産運用商品のことであり，中国では，理財商品はシャドーバンク（影の
銀行）とも呼ばれ，銀行を経由しない不透明な投融資に利用されている。年
１０％ を超えるような高利回りで巨額の資金を集めており，主に銀行からの
融資を受けにくい建設会社・不動産会社・石炭会社・インフラ会社などに投
融資をしている。当該事例では，邦銀，地場銀行との取引があり，銀行送金
システムを利用していたが，入力行為，承認行為とも，現地人の財務責任者
が行っており，月中に資金を引き出し，１～２週間，理財商品で運用した後，
運用益を個人が抜いた上で月末には会社へ資金を戻していた。日本人の財務
責任者は月末の預金残高を確認していたが，月中に引き出し，月末には戻し
ていたため，残高確認では判明しなかった。
このような不正が発生する背景には，現預金が自己完結による方法で出
金・送金できる状況になっていることが多い。たとえば，現金の出納担当と
記帳担当を同一人物が行っている，本事例のように銀行送金システムの入力
と承認が同じ人物によって行われていることが挙げられる。
４．不正問題への対応策
―日系企業の海外子会社におけるガバナンス―
前節では，ACFEの３カテゴリーごとに，日系企業の中国子会社で発生し
た不正事例を取り上げ，不正の原因，問題点を抽出したが，本節ではガバナ
ンスに焦点をあて，不正に対する対応策を検討したい。
第２節，第３節の結果から，第一に，不正の原因を明らかにするにより，
「不正発生の可能性を最小限に抑える仕組みを構築する」こと，第二に，不
正が発生した際には早く情報が入り，「不正損失額を最小限に抑えることが
できるような体制を作る」ことが不正問題への対応策として重要であると言
えよう。この観点から，ACFEの調査結果をもとに，不正の原因と発覚経路
を明らかにすることにより，２つの対応策を検討したい。
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【図表１５】 統制の脆弱性
内部統制の欠如
既存の内部統制の形骸化
マネジメントレビュー の欠如
不健全な経営者の姿勢
監査部門に適任者の不足
独立監査の欠落
従業員トレーニングの不足
権限の明確化が不足
内部通報制度の欠如
その他
（出所）日本公認不正検査士協会，４６ページ
（１）不正の原因
不正発生の可能性を最小限に抑えるためには，どのように内部統制の仕組
みを構築したらよいのだろうか。ACFEの調査結果および「不正のトライア
ングル」理論を用いて，検討してみよう。図表１５は，不正が起きた原因を
まとめた表である。
不正の原因としては，内部統制の欠如（２９．３％），既存の内部統制の形骸
化（２０．３％），マネジメントレビューの欠如（１９．４％），不健全な経営者の姿
勢（１０．４％）等，内部統制の仕組みが存在しない，存在していても形骸化し
ている理由が約８割を占めている。さらに，監査部門に適任者の不足
（６．４％），独立監査の欠落（４．２％）等，監査がない，もしくは十分な体制に
なっていないことが原因として挙げられる。つまり，「不正発生の可能性を
最小限に抑える仕組み」が構築されていないと言えよう。
では，不正発生の可能性を最小限に抑える仕組みを「不正のトライアング
ル」理論を参考に検討してみよう。「不正のトライアングル」とは，米国の
犯罪学者であるドナルド・クレッシーが，実際の不正に関わった犯罪者を調
査して導き出した理論である。「不正のトライアングル」理論では，図表１６
のとおり，不正行為は（１）動機，（２）正当化，（３）機会という３つの要素
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【図表１６】 不正のトライアングル理論
（出所）筆者作成
がすべてそろった時に，発生する確率が格段に高まると考えられている。
「動機」とは，個人的な金銭的な欲求や上司からのノルマといったプレッ
シャー等，不正行為をした事情であり，「正当化」は，他の人がやっている
から問題ない，会社の資金を一瞬だけ借りるだけで，すぐ返すから大丈夫だ
ろうといった，不正行為を自ら納得させる理由づけのことであり，「機会」
は自己完結で処理ができるといった，不正を犯す機会，職場環境があること
を指す。
企業の不正行為対策としては，まず（３）の「機会」を発生させないよう
な内部統制を整備することが必要であり，３つの不正リスクうち，１つをコ
ントロールすることによって，不正の発生確率を低減させることが可能とな
る。
中国進出の日系企業における内部統制の現状については，金（２００４）が現
地日系企業にインタビュー調査を行っており，中国でビジネスを行う際の，
日系企業における内部統制の脆弱さならびに統制意識の低さを報告してい
る。日系企業における特徴として，第一に，内部統制の要である経営者は，
本社から派遣された日本人経営者が多いこと，第二に，現地の経営能力を見
極めた上で，現地経営者を選定しておらず，経営管理の経験の少ない営業系
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電気 事務機器 制御機器 建設機械
CEO等の役員 本社派遣 本社派遣 本社派遣 COO現地化
権限ガイドライン 無し 無し 無し 無し
人事権 部長以下 部長以下 部長以下 部長以下
本社との連結決算 有（四半期） 有（四半期） 有（四半期） 有（四半期）
経営目標設定 現地提出，本社承認 現地提出，本社承認 現地提出，本社承認 現地提出，本社承認
主な目標項目 予算，業務達成度 市場シェア，利益 売上高，利益 売上高，利益
評価期間 半年 半年 年 四半期
評価機関 主管部門，評価委員会 主管部門審議会 各カンパニー 地域戦略会議
第三者評価機関 無し 無し 無し 無し
評価制度の有無 日本国内準用 日本国内準用 日本国内準用 日本国内準用
本社サポ トー 有（一部有償） 無償 無償 無償
モニタリング（監査）
本社経営監査部（年１回） 本社派遣者の相互監視 本社経営監査部（年１回） 本社経営監査部（２年に１回）
第三者経営監査無し 第三者経営監査無し 第三者経営監査無し 第三者経営監査無し
【図表１７】 日系企業の現地子会社におけるガバナンスの現状
（出所）金，対中ビジネスにおける現地化とガバナンスのあり方，P８１より作成
や技術系の幹部社員を派遣する傾向があること，その結果，第三に，経営者
のチェック，牽制が形式化していることに加え，第四に，本社側からの現地
経営者に対する統制意識も希薄であることから，現地法人の経営は現地経営
者に任せきりの状況にあり，統制を担保するような本社や外部組織による監
査（モニタリング）も少ないことを挙げている（図表１７）。
また，日本貿易振興機構（２０１３）の報告書も，経営管理者の甘さが不正発
生の原因であるとしている。主なものとして，第一に，中国におけるビジネ
スリスクの特徴を把握していない，第二に，日中の文化的基層の違いに対す
る認識不足，第三に，日本人に特徴的なリスク感性の低さ，第四に，不正の
兆候をとらえようとする意識の欠如を挙げている。中国で事業を行う日本企
業の特徴に，「日本国内と同じ経営感覚で中国の事業経営を行う」傾向があ
り，中国のビジネスリスクをコントロールするという統制意識が希薄である
としている。
これらの調査から，日系企業では，現地子会社の経営管理を「日本から派
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【図表１８】 不正発見の手段
（出所）日本公認不正検査士協会，２１ページ
遣する，あまり中国や実情を理解していない，経営管理の経験が少ない駐在
員に任せたままにしている状況にあり，現地子会社のみならず，親会社も含
め，日系企業では「不正発生の可能性を最小限に抑える内部統制の仕組み」
が不十分であると評価できよう。
（２）不正の発覚経路
図表１８は，不正の発覚経路についてまとめた表である。
不正の発覚経路については，通報，内部監査，マネジメントレビューの３
つが上位であり，発覚経路の約７割を占めている。中でも，通報が大きな割
合を占めており，不正発覚の手段としては，通報手段を設けておくことが重
要であることがわかる。図表１９は，不正発覚した際の通報者の内訳である。
日系企業海外子会社における不正問題の実態と課題 ５３
【図表１９】 通報者の内訳
従業員
顧客
匿名
業者
株主／オーナー
競合他社
その他
（出所）日本公認不正検査士協会，２６ページ
従業員による通報が５１．５％ と過半数を占めていて，つづいて，顧客が
１７．８％，業者は９．９％ となっている。この結果から，通報手段は，企業内部
だけではなく，外部からの通報を可能にしておくことも考慮に入れておく必
要がある。
これらの結果を踏まえ，発覚経路について，どのような対策をとれば良い
のだろうか。「ハインリッヒの法則」，「スイスチーズモデル」の概念を参考
に，「不正が起きた場合に，損失額を最小限に抑えることができるような体
制」を検討してみよう。
「ハンイリッヒの法則」は，アメリカのハーバート・ウィリアム・ハイン
リッヒが工場で発生した労働災害を統計学的に調べ，導き出した法則であ
る。ハンイリッヒの法則は，１件の重大事故の背景には，２９件の軽微な事故
と，３００件の軽微な事故まで至らない，ヒヤリとするような事故があるとい
う経験則である（図表２０）。
「スイスチーズモデル」はリスク管理に関する概念の一つであり，図表
２１のように，チーズには内部に多数の穴が空いているが，チーズが一枚の
場合はリスクが簡単に発現してしまう。しかし，穴の空き方が異なる薄切り
にしたスイスチーズを何枚も重ねた場合は貫通する可能性は低くなるとして
いる。チーズモデルによるリスク管理では，視点の異なる防護策を何重にも
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【図表２０】 ハインリッヒの法則
重大な事故が起き
る前には，数多くの
小さな事故がある
（出所）筆者作成
【図表２１】 スイスチーズモデル
チーズの枚数が増えれば、不正リスクを減少させることができる
（出所）筆者作成
組み合わせることによって，事故や不祥事が発生する危険性を低減させるこ
とができる。
ACFEの調査結果ならびに「ハインリッヒの法則」「スイスチーズモデル」
から，従業員のみならず，外部関係者も考慮した通報制度，経営陣によるマ
ネジメントレビュー，さらに親会社や監査法人による内部監査等により，網
羅的かつ重層的なコントロールによって，早期発見できる仕組みを構築して
おくことにより，リスクを最小限に抑えることが可能となる。
以上，不正問題に対する対応策としては，第一に「不正発生の可能性を低
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不正のトライアングル
における関連項目 対応策 ねらい
機会
１）監査の充実（外部監査・内部監査） 不正発生の可能性を
低くする仕組み２）監査項目の重点化（リスクベース）
プレッシャー（動機） ３）不正通報の奨励，罰則・制裁の実行 損失額を最小限に抑える
ことができるような体制正当化 ４）教育の充実
ガバナンス
【図表２２】 不正を許さないガバナンスの仕組み例
（出所）筆者作成
くする仕組みを構築する」こと，第二に「損失額を最小限に抑えることがで
きるような体制を作る」ことが重要であると言えよう。一般的に，不正とい
うと「犯人捜し」の印象を持ちがちであるが，不正を検討する際には，不正
探しといった「モグラたたき」とも言える対症療法ではなく，不正が起きる
原因を明らかにし，予防策を立てることにより，不正を発生させない，持続
可能な内部統制の仕組みを構築することが重要となろう（図表２２参照）。
このように，不正リスクに対するコントロールをいろいろな角度から設定
し，最小限に抑えることができる仕組みを整備し，運用する体制を構築する
ことこそが「ガバナンス」と言うことができよう。
５．まとめ
本稿では日系企業の不正問題を取り上げ，不正が発生する要因ならびに不
正を予防するためのガバナンスのあり方を検討した。
はじめに，ACFEが公表しているアンケート調査資料をもとに，不正の現
状を把握した。不正を「資産不正流用」，「汚職」，「財務諸表不正」の３カテ
ゴリーと捉え，調査データをもとに現状を把握した。調査結果によると，不
正件数は「資産不正流用」，「汚職」，「財務諸表不正」の順で多く，不正によ
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る損失金額は「財務諸表不正」，「汚職」，「資産不正流用」の順で多い。ま
た，不正の犯行者の観点から，不正件数は「従業員」，「管理職」，「オーナー
もしくは役員」の順で多いが，不正による損失金額は「オーナーもしくは役
員」，「管理職」，「従業員」の順で多い。さらに，不正は，書類や会計システ
ム内の取引データをねつ造，改ざん，証拠隠滅等によって実施されているた
め，会計監査や内部監査でも発見しにくく，不正が発覚するまでの期間が長
期化するほど，損失金額も大きくなっていることがわかった。これらの調査
結果から，不正の現状を，第一に，権限が集中する経営陣による「財務諸表
不正」や「汚職」，第二に，現預金や在庫といった資産を扱う経理，財務，
倉庫業務による「資産の不正流用」，第三に，主に値段を決定する営業や購
買業務による「汚職」と整理した。
つづいて，ACFEの３カテゴリーごとに，実際に日系企業で発生した不正
事例を取り上げ，不正の原因，問題点を抽出した。これらの事例を通じてわ
かった，不正の原因，問題点は事例企業におけるガバナンスや内部統制の脆
弱性であった。日系企業では，現地子会社の経営管理を，日本から派遣す
る，あまり中国や実情を理解していない，経営管理の経験が少ない駐在員に
任せたままにしている状況にあり，現地子会社のみならず，親会社も含め，
日系企業では「不正発生の可能性を最小限に抑える内部統制の仕組み」が不
十分であると評価できよう。また，不正が長期間にわたり行われているケー
スも多く，「早く情報を把握し，不正損失額を最小限に抑えることができる
ような体制ができていないこと」も明らかとなった。
最後に，ガバナンスに焦点をあて，不正問題への対応策を検討した。
ACFEの調査結果ならびに「不正のトライアングル理論」「ハインリッヒの
法則」「スイスチーズモデル」から，不正リスクに対するコントロールをい
ろいろな角度から設定し，最小限に抑えることができる仕組みを作ること，
すなわち，「ガバナンスの構築」が重要であることを明らかにした。
「ビジネスにリスクは必然である」と言われる。したがって，発生可能性
のあるリスクを発見，分析，評価し，リスクを認識した上で対策を立てるこ
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とがビジネスマネジメントの要諦である。近年の，経済のグローバル化，市
場のボーダレス化，情報のネットワーク化等により，リスクの国際化も進展
しており，リスクの広がりや影響度のみならず，リスクが発現する可能性も
大きくなっており，企業にとって会社の根幹を揺るがしかねないものとなっ
ている。日本企業は中国戦略を考えるにあたり，様々なリスクに対応しつ
つ，拡大する国内マーケットをいかに取り込むかが重要であると言えよう。
経営現地化を進めるにあたり，ビジネスを推進する「攻めの戦略」と，不
正をはじめとする様々なビジネスリスクを管理する「守りの戦略」は，「車
の両輪」と表現することができる。両者は不可欠な関係にあるだけでなく，
同じ方向，同じスピードで進めていく必要がある。繰り返しになるが，リス
クはビジネスに必然的に伴うことを理解した上で対応策を講じ，リスクをミ
ニマイズすることがリスク管理であり，企業のガバナンス力を向上させると
言えよう。
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The Present Situation and Problems Concerning
Fraud Issues of Japanese Overseas Subsidiary
Case Study of Japanese Companies in China
SAITO Yukinori
OSHIMA Kazutsugu
In this paper, we raise fraudulent issue in Japanese company and
examine factors that cause fraud and countermeasures to prevent fraud.
First of all, based on the survey report published by ACFE, we grasp
trends of fraud cases in recent years. We define the fraud as three
categories of ACFE report that are “asset misappropriation”, “corruption”,
“financial statement fraud”. According to the survey report, the number of
frauds is in the order of ‘asset misappropriation’, ‘corruption’, ‘financial
statement fraud’. On the other hand, the loss amount due to fraud is in
order of ‘financial statement fraud’, ‘corruption’, ‘asset misappropriation’.
Also, from the viewpoint of fraudulent perpetrators, the number of frauds
is in the order of “employee”, “manager”, “owner or executive”, but the
amount of loss is “owner or executive”, “manager”, “employees”.
Furthermore, fraud is implemented by fabricating or falsifying documents
and data of accounting systems. Therefore, it is difficult to detect even in
accounting audits or internal audits. As a result, the period until fraud is
discovered becomes longer and the amount of loss becomes larger.
Subsequently, we examine causes and problems of fraud for each of the
three categories through actual fraud cases occurred in Japanese
companies. The causes and problems are the vulnerability of governance
and internal control in these companies. In Japanese companies, the
management of the subsidiary is made by Japanese expatriates who do not
understand local situation too well and have little experience of company
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management. Also, a small number of audits are performed by parent
company. Therefore, the framework of internal control including not only
local subsidiary but also parent company can be evaluated as insufficient to
minimize the possibility of fraud. In addition to this, there is no system to
catch information of fraud quickly and minimize the amount of loss in some
cases that fraud has been continued for a long period.
Finally, we focus on governance as the preventive measures against
these fraudulent problems. As a countermeasure, it is important for
Japanese companies to improve the governance that can control fraud risk,
based on some representative frameworks such as fraud triangle theory,
Heinrich’s law and Swiss cheese model.
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